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広島市議団ニュース 

９月議会・本会議（10月3日） 中原ひろみ議員の一般質問 

被爆地ヒロシマとして憲法９条を生かす立場なら 

中
原
議
員
は
一
般
質
問
の
冒
頭
、国

会
で
圧
倒
的
多
数
を
占
め
る
自
民
・
公
明

与
党
と
民
主
党
が
憲
法
改
悪
の
動
き
を

強
め
て
い
る
こ
と
を「
平
和
を
脅
か
す
重
要

な
局
面
」と
指
摘
し
、憲
法
９
条
に
つ
い
て

市
長
の
認
識
を
改
め
て
問
い
ま
し
た
。 

市
長
に
代
わ
り
答
弁
し
た
竹
本
輝
男

市
民
局
長
は
、「
（
日
本
国
憲
法
は
）
前
文

と
９
条
の
平
和
主
義
を
基
調
と
す
る
世
界

に
も
類
例
を
見
な
い
画
期
的
な
内
容
」で

あ
り
、
今
年
の
平
和
宣
言
で
も
、「
日
本
国

憲
法
は
、
21
世
紀
の
世
界
を
導
く
道
し
る

べ
」と
述
べ
て
い
る
と
答
弁
。今
後
も
、憲
法

の
平
和
主
義
を
基
調
に
、核
兵
器
廃
絶
と

世
界
恒
久
平
和
の
実
現
に
努
力
す
る
と

答
え
ま
し
た
。 

平和問題 

中
原
議
員
は
、「
武
力
攻
撃
事
態
法
」

が
、国
民
・
自
治
体
・
民
間
組
織
に
対
し
、

米
軍
と
自
衛
隊
の
軍
事
活
動
へ
の
協
力
を

強
制
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、「
軍
事
行

動
と
市
民
の
避
難
・
救
援
は
、ど
ち
ら
が

優
先
さ
れ
る
の
か
」と
質
問
。 

傳
平
消
防
局
長
は
、道
路
、
港
湾
な
ど

の
利
用
が
住
民
避
難
と
軍
事
行
動
で
競

合
す
る
場
合
、最
終
的
に
は
国
の
判
断
に

な
る
と
の
考
え
を
示
し
ま
し
た
。 

中
原
議
員
は
、「
国
民
保
護
法
」と
と
も

に
成
立
し
た「
特
定
公
共
施
設
利
用
法
」

が
、空
港
・
港
湾
・
道
路
・
電
波
な
ど
の
軍

事
利
用
優
先
を
定
め
て
い
る
点
を
あ
げ
、

「
自
治
体
首
長
が
軍
事
利
用
を
拒
否
し

た
場
合
は
ど
う
な
る
の
か
」と
追
及
。 

同
局
長
は
、
武
力
攻
撃
事
態
に
お
け
る

施
設
の
利
用
調
整
は
、国
と
施
設
管
理

者
と
の
間
で
お
こ
な
わ
れ
る
と
答
弁
。 

と
り
わ
け
港
湾
・
飛
行
場
に
つ
い
て
は
、

国
か
ら「
特
定
の
者
の
優
先
的
利
用
」の

要
請
が
あ
る
場
合
、最
終
的
に
は
首
相
の

指
示
に
よ
り
、施
設
の
利
用
許
可
そ
の
他

の
処
分
が
な
さ
れ
る
と
答
え
ま
し
た
。 

昨
年
６
月
に
成
立
し
た「
国
民
保
護

法
」は
、「
日
本
有
事
」の
際
の
住
民
の
避

難
計
画
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ「
国
民
保
護

計
画
」の
策
定
を
自
治
体
に
義
務
付
け
て

い
ま
す
。し
か
し
、同
法
の
基
と
な
る
武
力

攻
撃
事
態
法
（
03
年
６
月
に
自
・
公
・
民

が
強
行
可
決
）は
、日
本
が
他
国
か
ら
武

力
攻
撃
を
受
け
て
い
な
く
て
も
、ア
メ
リ
カ

が
海
外
で
引
き
起
こ
す
戦
争
に
自
衛
隊

を
引
き
込
み
、そ
の
支
援
活
動
に
自
治
体

や
国
民
を
強
制
的
に
動
員
で
き
ま
す
。 

政
府
は
、１
６
０
も
の「
指
定
公
共
機

関
」を
指
定
し
、そ
こ
で
働
く
労
働
者
が
業

務
命
令
で
動
員
さ
れ
る
可
能
性
を
認
め
て

お
り
、広
島
市
に
も
、日
本
銀
行
、日
本
赤

十
字
社
、中
国
電
力
な
ど
21
の
指
定
公

共
機
関
の
本
・
支
店
が
あ
り
ま
す
。 

中
原
議
員
は
、「
国
民
保
護
の
名
で
戦

争
に
協
力
す
る
こ
と
は
、被
爆
地
ヒ
ロ
シ
マ

の
願
い
と
相
容
れ
な
い
」と
強
調
し
、今
後

の
市
の
対
応
に
つ
い
て
質
問
。 

傳
平
（
で
び
ら
）益
三
消
防
局
長
は
、
国

が
核
兵
器
に
よ
る
武
力
攻
撃
も
想
定
し
て

い
る
こ
と
に
つ
い
て
、「
現
在
の
核
兵
器
に
よ

る
被
害
の
実
態
が
示
さ
れ
な
い
限
り
、実

態
に
即
し
た
本
市
の
国
民
保
護
計
画
が

で
き
な
い
」と
し
、核
兵
器
に
よ
る
被
害
想

定
を
国
に
求
め
て
い
る
と
答
弁
。核
攻
撃

を
も
想
定
す
る
政
府
に
追
随
す
る
姿
勢

を
示
し
ま
し
た
。 

「災害」 と 「有事」 の違い ≪消防局長答弁より≫ 

 地域防災計画 国民保護計画 

避難指示 
市町村長が判断し

ておこなう 

国が判断し、県を通じ市町村へおこ

なわれる 

住民の救援 市町村長が実施 
国の指示により、都道府県知事と政

令指定都市の長が実施 

「国民保護」に 

特有なもの 
― 

核・生物・化学兵器による武力攻撃

に伴う災害への対処など 

県が今年度末に「国民保護計画」を策定するのをうけ、市は来

年度の計画策定を目指し、策定作業をする「国民保護協議会」

（会長は市長）の設置条例を今年度中に制定する考えです。 

「国民保護法」は、「災害対策基本法」を参考にした部分もあり

ますが、災害は「情報公開・自治体主導型」、有事は「情報秘

匿・軍主導型」であり、根本から大きく考え方が異なります。有事

における住民避難の際、「自衛隊が軍事情報をどこまで自治体

に提供するかが問題」という自衛隊幹部もいます。 

市民の命を守るためにも、市は政府言いなりの「国民保護」に

追随する姿勢を改めるべきです。 

「災害」 と 「有事」 こんなに違います 

「
21
世
紀
の
世
界
導
く
道
し
る
べ
」 

憲
法
生
か
し
て
核
兵
器
廃
絶
目
指
す
と
市
答
弁 

憲法９条 

日本有事 

「
住
民
避
難
」と「
軍
事
行
動
」 

ど
ち
ら
を
優
先
す
る
か
は
国
の
判
断 

核
兵
器
に
よ
る
被
害
の
想
定 

国
に
要
請 

政
府
に
追
随
し
て「
国
民
保
護
」進
め
る
姿
勢
示
す 

国民保護法 



応
し
な
か
っ
た
の
か
と
質
問
。 

岡
本
茂
信
教
育
長
は
、
県
教
委
の
通

知（
８
月
18
日
）を
受
け
、
自
校
調
理
校

や
給
食
セ
ン
タ
ー
の
釜
５
５
５
基
を
調
査

し
た
が
、専
門
業
者
に
よ
る
調
査
も
必
要

と
な
っ
た
た
め
時
間
を
要
し
た
と
説
明
。 

ま
た
、同
教
育
長
は
、全
て
の
学
校
で
石

綿
を
含
有
す
る
教
材
・
教
具
は
使
用
し
て

い
な
い
こ
と
を
確
認
し
た
と
述
べ
、現
在
、

石
綿
含
有
の
可
能
性
の
あ
る
全
て
の
製
品

に
つ
い
て
、メ
ー
カ
ー
な
ど
に
照
会
し
て
い

る
こ
と
を
報
告
し
ま
し
た
。 

 市 

「
石
綿
に
伴
う
経
費
は
補
償
す
る
」 

段
原
東
部
再
開
発 

 

中
原
議
員
は
、
再
開
発
事
業
に
よ
る
家

屋
解
体
（
約
９
百
棟
）が
進
む
段
原
東
部

地
区
に
つ
い
て
、「
石
綿
が
使
用
さ
れ
て
い

る
こ
と
で
新
た
に
必
要
と
な
る
調
査
、
解

体
の
経
費
は
市
が
全
額
補
償
す
る
の
か
」

と
質
問
し
ま
し
た
。 

中
本
信
雄
都
市
整
備
局
長
は
、こ
れ
ま

で
の
家
屋
解
体
（
１
０
７
棟
）は
木
造
老
朽

家
屋
が
多
く
、吹
付
け
石
綿
の
使
用
例
は

な
か
っ
た
と
述
べ
、今
後
、
市
の
事
前
調
査

（
※
）で
吹
付
け
石
綿
を
確
認
し
た
場
合

は
、除
去
費
用
を
補
償
す
る
と
答
弁
。 

ま
た
、石
綿
含
有
の
屋
根
材
・
内
外
装

材
に
つ
い
て
も
、現
行
の
補
償
基
準
の
中

で
、仮
囲
い
や
散
水
な
ど
、粉
じ
ん
飛
散
防

止
の
措
置
を
し
て
い
る
と
答
え
ま
し
た
。 

 

※ 

中
原
議
員
は
後
日
の
建
設
委
員
会

で
、
市
が
民
間
委
託
す
る
石
綿
含
有
検
査
の

費
用
（
３
万
円
～
７
万
円
）も
市
負
担
で
あ
る

こ
と
を
確
認
し
て
い
ま
す
。 

基
町
高
層
住
宅
３
千
戸
の
う
ち
、１
千

戸
は
石
綿
使
用
が
判
明
済
み
で
、残
り
の

２
千
戸
は
検
査
待
ち
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

皆
川
議
員
は
、「
み
ん
な
不
安
の
中
で
生

活
し
て
い
る
。住
民
の
命
が
か
か
っ
た
問
題

だ
」と
強
調
し
、
市
独
自
の
検
査
体
制
を

持
つ
よ
う
強
く
要
望
し
ま
し
た
が
、
市
は
、

本
会
議
と
同
様
、民
間
検
査
機
関
の
動

向
を
見
る
と
述
べ
る
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。 

 届
出
の
み
で
判
断
す
る
の
は
危
険  

 

吹
付
け
石
綿
が
使
用
さ
れ
た
建
物
解

体
に
つ
い
て
は
、「
石
綿
障
害
予
防
規
則
」

が
全
て
の
建
物
を
対
象
に
、「
大
気
汚
染

防
止
法
」が
建
築
面
積
５
百
平
米
以
上

か
つ
吹
付
け
石
綿
50
平
米
以
上
の
場
合

を
対
象
に
届
出
を
義
務
づ
け
て
い
ま
す
。 

皆
川
議
員
は
、「
今
の
し
く
み
の
な
か
で

届
出
の
み
で
判
断
す
る
の
は
危
険
だ
」と

指
摘
。９
月
26
日
に
起
き
た
中
区
八
丁

掘
の
ビ
ル
解
体
中
の
事
故
（
※
）を
例
に
あ

げ
、石
綿
の
使
用
有
無
を
科
学
的
に
立
証

で
き
る
証
明
書
の
添
付
や
届
出
の
対
象
を

拡
大
し
た
市
独
自
の
条
例
を
つ
く
る
べ
き

と
市
に
迫
り
ま
し
た
。 

市
は
、本
会
議
と
同
様
、
国
が「
大
気

汚
染
防
止
法
」の
規
制
対
象
を
拡
大
す
る

動
き
が
あ
る
と
し
、当
面
は
動
向
を
見
守

る
と
の
姿
勢
に
終
始
し
ま
し
た
。 

※ 

ビ
ル
解
体
中
に
建
物
の
一
部
が
道
路

に
崩
落
。現
場
に
駆
け
つ
け
た
皆
川
議
員
が
、

石
綿
の
有
無
に
つ
い
て
市
当
局
に
照
会
し
た

と
こ
ろ
、「
所
有
者
の
届
出
書
に
は
記
載
が
な

い
。
石
綿
使
用
禁
止
年
度
以
降
の
建
築
だ
か

ら
使
わ
れ
て
い
な
い
だ
ろ
う
」と
い
う
科
学
的

根
拠
の
な
い
回
答
。後
日
、
労
働
基
準
局
が
立

ち
入
り
検
査
し
、
分
析
に
回
し
て
い
ま
す
。 

広島市内の建物の吹付け石綿 使用実態調査の状況（市答弁） 

「
国
基
準
で
十
分
」と
市
答
弁 

 

石
綿
（
ア
ス
ベ
ス
ト
）被
害
が
深
刻
さ
を

増
す
な
か
、今
後
、建
物
解
体
時
の
石
綿

粉
じ
ん
の
飛
散
が
心
配
さ
れ
ま
す
。 

中
原
議
員
は
、石
綿
粉
じ
ん
の
飛
散
を

防
止
す
る
市
独
自
の
規
制
を
設
け
る
べ
き

と
主
張
し
ま
し
た
が
、石
原
道
雄
環
境
局

長
は
、国
が
規
制
強
化
を
検
討
し
て
い
る

「
大
気
汚
染
防
止
法
」と
、
今
年
７
月
施

行
の「
石
綿
障
害
予
防
規
則
」に
よ
っ
て

「
飛
散
防
止
は
十
分
図
ら
れ
る
」と
答
え

ま
し
た
。 

 石
綿
検
査
は
民
間
ま
か
せ  

 

「
石
綿
障
害
予
防
規
則
」は
、解
体
事

業
者
に「
事
前
調
査
」で
石
綿
使
用
有
無

の
調
査
・
記
録
を
義
務
付
け
て
い
ま
す
が
、

現
状
は
検
査
機
関
に
検
査
依
頼
が
殺
到

し
、３
か
月
待
ち
と
い
う
状
況
で
す
。 

中
原
議
員
は
、規
則
遵
守
の
た
め
に
も

市
独
自
の
検
査
体
制
を
持
つ
べ
き
と
指

摘
。石
原
環
境
局
長
は
、当
面
、民
間
検

査
機
関
の
動
向
を
見
る
と
答
え
ま
し
た
。 

 学
校
調
理
釜 

石
綿
使
用
で
交
換  

 

石
綿
が
使
用
さ
れ
て
い
た
市
内
８
小
学

校
の
調
理
用
回
転
釜
の
交
換
で
、２
学
期

の
給
食
が
一
時
中
止
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い

て
、中
原
議
員
は
、な
ぜ
夏
休
み
中
に
対

大気汚染防止法 

（特定粉じん排出等 

作業の実施の届出） 

対象：建築物が500㎡以上、かつ吹付け石綿の使用面積の合計が50㎡

以上 

届出先：都道府県知事 

石綿障害予防規則 
対象：全ての耐火建築物または準耐火建築物 （規模要件なし） 

届出先：労働基準監督署長 

横浜市生活環境の

保全等に関する条例 

対象：吹付け石綿が使用されている全ての建物 （使用面積の要件なし） 

届出先：市環境創造局 

吹付け石綿の除去・解体作業などに伴う国の規制（届出義務）など 

中
原
ひ
ろ
み
議
員
の
一
般
質
問
と
市
答
弁

を
、
市
議
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
全
文
掲
載
し
て

い
ま
す
。 

公
共
施
設 

調査対象は1,772施設（現在、とりまとめ中） 

●吹付け石綿使用施設・・・10施設 

石綿露出・・・5施設。うち1施設は佐伯区湯来町の就業改善センターのボイラー室と

大ホール（使用停止）。その他の施設は旧団地汚水処理場（閉鎖） 

石綿露出せず・・・5施設。「封じ込め」または「囲い込み」の状態である 

●石綿含む可能性のある吹付け材の使用施設・・・315施設（現在、分析中） 

●継続調査中の施設・・・113施設 

民
間
施
設 

国土交通省の調査依頼（7月14日）に基づき、昭和31年（1956年）から平成元年（1989

年）までに施工された民間建築物のうち、1,000平方メートル以上の建築物（約4,200棟）

の所有者・管理者に対し、自主点検と必要な改善を促す目的で実施。 

９
月
議
会
・
本
会
議 

中
原
ひ
ろ
み
議
員
の 

一
般
質
問 

石綿（アスベスト）問題 

市
独
自
の
規
制
基
準
と 

検
査
体
制
を 
検査待ち 

3か月!! 

９
月
議
会
・
経
済
環
境
委
員
会
（

10
月
５
日
） 

皆
川
け
い
し
議
員 

市
民
の
命
に
か
か
わ
る
問
題
で
あ
る
か
ら
こ
そ 

“安
全
”を
確
実
に
確
か
め
よ 


